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国家管轄権外区域における海洋生物多様性 

―地域協力体制の発展と将来的課題― 
 

小林 正典＊ 

 
 

海洋生物資源や海洋生態系は、経済活動が活発化する中で悪影響を受けてきており、

それらの保全や持続可能な利用を目指す国際法制度として、国家管轄権外区域の海洋生

物多様性（BBNJ）の保全と持続可能な利用に関する国際協定（BBNJ 新協定）の交渉が

進められている。海洋保護区を含めた区域型管理ツール（ABMTs）は、新協定での主要

な項目となっており、既存の条約や地域機関の連携が重視されている。地域漁業管理機

関や生物多様性条約の下での生態学的生物学的重要海域（EBSA）に作業などを並行し

て注視していくことが有用である。 
 

キーワード：国家管轄権外区域、海洋生物多様性、BBNJ 新協定、区域型管理ツール、

生態学的生物学的重要海域 
 
 
 

1．序論 

海洋は地球の表面積の 7 割を占め、地球

上の水資源の 97 パーセントを包含する

（UN 2016, UN 2017）1)2)。広大な海洋の 64%
は、国家管轄権に属さない公海で、地球の

表面積の 45%に相当する（MCI, n.d., 図１）。

地球上の生物の 95%は、海面から海底まで

の 3 次元領域に生息するが、生物が生息し

ているかどうかの調査ができている領域は

ごくわずかで、その割合は海全体の 100 万

分の 1 以下と推定されている3)。 
海洋生物多様性は地球環境にとって重要

な要素で、様々な海洋生物によって支えら

れている。海藻や海草などの海洋植物は酸

素を供給し、魚介類は重要な食糧となるな

ど、人類の生存にとっても重要である。し

かしながら、増大する人為的活動の影響に

より海洋生物多様性は危機に瀕している4)。

とりわけ太平洋は、地球の海域の中で最も

面積が大きく、赤道直下の熱帯から北半球

および南半球の亜熱帯や寒帯と 3 つの気候

帯を含む一方、深さ 11km にもなるマリア

ナ海溝など起伏に満ちた海底地形を有し、

多様な海洋生態系を含んでいる。太平洋で

は、その西に日本、韓国、中国、東南アジ

ア諸国といった活況を示すアジア、東に北

米および中南米、南にオセアニア諸国が所

在し環太平洋経済圏を形成し、経済活動が
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図 1：世界の公海 

着色部分が国家管轄権に属さない公海。白抜きが領海及び EEZ を含む国家管轄権海域 

出典：SCBD（2005） 

活発であることの影響として、太平洋の海

洋環境にも北大西洋と並んで大きな負荷が

かかっている5)6)。こうした理由から、太平

洋における海洋環境保全の意義や必要性は

高い。 
太平洋における海洋環境の保護や海洋資

源の保全および持続可能な利用を進める取

り組みは進められているものの、沿岸国が

管轄する海域や公海を含めた広域的な海洋

管理の制度的枠組みは、北大西洋との比較

では、その実効性向上に向け更なる制度的

発展が求められる。海洋西部多様性の保全

と持続可能な利用に関しては、1993 年に発

効した生物多様性条約が国際的な制度的枠

組みを提供しているが、その適用範囲は第

4 条で国家管轄権内もしくは国家管轄権内

での活動に起因する限りにおいて国家管轄

権外区域を含むと規定されており、、一般的

に公海における海洋生物多様性が国際的法

制度の枠外となっていることが課題となっ

ている7)。 

1994 年に発効した国連海洋法は、基線と

なる海岸の低潮線や湾口等から沖までの

12海里（22km）を領海、200海里（約 370km）

までを排他的経済水域として、各国が主権

および管轄権を行使しうると規定する（UN 
1982）8)。日本は 1977 年の領海および接続

水域に関する法律および 1996 年の排他的

経済水域および大陸棚に関する法律で、領

海および排他的経済水域の範囲を規定して

いる9)。なお、国連大陸棚委員会の勧告を

受ければ、基線から 350 海里以内とするな

どの一定の条件の下で、大陸棚の延長を超

えて排他的経済水域が認められる10)。国家

管轄権外の海洋生物多様性という場合には、

こうして設定される排他的経済水域以遠の

海水層である公海および大陸棚以遠の海底

ならびに海底表層土に生息する生物の多様

性を指す11)。 
現在、交渉が進められている国家管轄権

外区域の海洋生物多様性の保全および持続

可能な利用に関する国際文書（International 
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表 1：公海および深海生物生息域の現状と傾向 
生息域 現状 傾向 攪乱要因

海嶺

・約200の海嶺が確認済。
・固有生物種の割合高い。
・一部海嶺は漁業資源乱獲によ
り劣化
・底引き網漁が海底生息地を損
壊
・海洋保護区で保護されている
海嶺は僅か。

・南極海嶺付近での公海漁業の
継続。
・影響はモニタリングされてい
ない。
・乱獲による漁業資源の多様性
の低下・
・海嶺管理・保護の関心の高ま
り。

・フェロマンガン酸
化物や多金属硫化物
採掘
・気候変動

冷水性サンゴ

・未解明な部分多い。
・より広域に広がっている可能
性あり。
・熱帯サンゴに比べ高度な生物
多様性（魚類、軟体動物類を除
く）
・底引き網漁で損壊を受けやす
い。

・サンゴ付近での漁業による付
随的損壊。
・漁業活動が沖へ拡大すること
により、生息域への圧力が高ま
る。
・より多くの国がサンゴ域を特
定し、漁業圧力から保護する措
置をとっている。

・生物技術
・生物資源探査
・気候変動
・ガス・石油採掘

熱水噴出孔

・攪乱要因少ない。
・限定的な鉱床調査
・多様で豊富な固有種
・カナダとアゾレス諸島（大西
洋上のポルトガル領）で海洋保
護区による保護措置

・研究者相互に研究活動による
悪影響を自己監視している。
・短期的には調査による影響は
低減すると見込まれる。
・長期的には商業探査の影響が
懸念される。

・生物技術
・鉱物資源採掘
・エネルギー
・富裕層向け観光

遠洋

・行動に変動が大きく多様な生
態系は世界的に乱獲されてい
る。
・汚染や富栄養化の高まりによ
り生物多様性が悪影響を受けて
いる。

・漁業活動がより沖へ、深海へ
の活動を広げることにより、生
物多様性は減少している。
・気候変動が生物多様性低下を
加速させている。

・気候変動
・海洋・公海での水
産養殖の拡大

海溝

・軟弱堆積物に生息する特異な
超深海生物
・ナマコ類
・高度な固有種
・多様で豊富なバクテリア群
・攪乱要因は不明。

・研究が進んでいる。
・熱水鉱床同様、調査の影響を
最小限化するための指針が策定
される予定。

・研究
・生物技術
・廃棄物投棄

冷湧水・海底窪地

・限定的な調査
・高い固有種
・限定的な攪乱要因（底引き網
および石油採掘地であるメキシ
コや調査地域を除く）

・漁業やガス・石油採掘の沖合
い・海底への拡大
・攪乱要因の増大傾向

・生物技術
・地下資源採掘

海底谷

・高度に多様な動植物
・ロブスターなど商業価値の高
い生物種あり。
・重要な養生区域
・漁業や石油採掘による悪影響
を受ける。

・漁業やガス・石油採掘の沖合
い・海底へ拡大
・攪乱要因の増大傾向

・ガス・石油開発

SCBD 2005より著者作成  

legally binding instrument on the conservation 
and sustainable use of marine biological 
diversity beyond national jurisdiction, BBNJ
新協定）、とりわけ、海洋保護区を含む区域

型管理ツールは有用だが、太平洋での具体

化には様々な課題がある12。本稿では、公

海における海洋保護区を含む区域型管理ツ

ール成立の経緯、実施される保全および規

制措置、遵守監視や履行確保等に着眼し、

それらの機能や効果的実施に求められる諸

条件や課題などを比較検討する。現在、交

渉がすすめられている BBNJ 新協定の下で

の ABMTs の文案や各国政府等の提案など

を踏まえ、特に太平洋を中心とした公海に

おける海洋生物多様性の保全と持続可能な

利用の促進に向けた国際協力を進展させる

上で、我が国政府、研究機関、民間企業、

NGO 等が果たしうる役割を考察し、将来展

望の提示を試みる。 
 

2．公海における海洋生態系と生物多様性 

2．1 公海における海洋生物多様性 

（1）海洋生態系評価 

公海の表面積は約 2 億 k m2 で、世界の海

洋面積 3 億 6,300 万 km2 の 64％を占める13)。

公海の生物生息域は、表層・深層を含む外

－ 29 －
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洋海水層および海底面である14)15)。海底面

は、① 海嶺、② 冷水サンゴ、③ 海底熱水

鉱床、④ 遠洋、⑤ 海溝、⑥ 冷湧水・海底

窪地、⑦ 海底谷の 7 つに分類される（表１）
16)17)。それぞれに共通して言えることは、

固有種が豊富に存在し、多様性が高い。そ

うした海底生態系の重要性は、例えば、西

マリアナ海嶺で、IUCN の絶滅危惧種に記

載されるニホンウナギが産卵、繁殖し、東

アジアで生育している例に示される（黒木, 
2009; 水産庁, 2016）。冷水性サンゴや海嶺

など壊れやすく脆弱な海底生態系は、水産

資源の乱獲や底引き網漁などによる人為的

活動の影響を受けやすく、このような海底

生態系の保護や管理への関心が高まってい

る18)。石油採掘などにより生態系に悪影響

が生じる区域がある領海や EEZ とは異な

り、公海の海底は人為的攪乱が及びにくい。

北大西洋の海域では海底熱水噴出孔がある

海底を含む区域に、海洋保護区が設定され

ている例がある。しかし、海水温の変動や

これに起因すると思われる魚類移動経路や

生息地の移動など、遠洋においても気候変

動の影響が指摘されている19。この他、海

底熱水噴出孔への攪乱要因として、有人潜

水艇（ HOVs ）や無人遠隔操作潜水機

（ROVs）、富裕層向け潜水観光等が攪乱を

引き起こしうる要因としてあげられ、将来

的には監視・保全措置の必要性が生じる可

能性が示唆されている20)。 
（2）水産資源 

公海の海洋生物資源として重要な魚類に

ついては、1995 年に採択され 2001 年に発

効した国連公海漁業協定が、公海における

回遊性魚種の保全と管理に関する制度的枠

組みを提供している。その特徴として、地

域漁業機関等による回遊性魚種の保全と管

理を目指すと規定している21)。世界の多く

の海域で水産資源の保全と管理を進める地

域機関や取極めが存在し、資源の評価や管

理を行っている。例えば、回遊魚種である

太平洋のカツオ、キハダマグロ、メバチマ

グロなどについては、中西部太平洋まぐろ

類委員会（WCPFC）が資源管理のための国

際的協力を推進している。WCPFC の報告

では、半世紀前からの比較では減少してい

るものの、ここ数年では資源の枯渇や乱獲

は発生していないと報告している（WCPFC 
2019）。大西洋のマグロ類については、大西

洋まぐろ類保存国際委員会（ICCAT）が国

際協力を推進している。大西洋ではマグロ

類は 1970 年代に減少したが、ビンナガマグ

ロは 2000 年から、タイセイヨウクロマグロ

は 2004 年から資源が回復傾向にあると報

告している（ICCAT 2019）22)。その他、公

海の小型の外洋魚種については、例えば、

北東大西洋漁業委員会（NEAFC）が漁業資

源管理に関する国際協力を進めている。サ

バ類は漁獲量が 2006 年まで減少しその後

2014 年まで増加した経緯がある。その資源

管理は、国際海洋探査協議会（ICES）の助

言を受け、北東大西洋漁業委員会（NEAFC）
の下で漁業管理ルールに従って実施されて

いる23)24)。 
（3）海洋遺伝資源 

水産資源の他に公海において重視されて

いるものに、海洋遺伝資源（Marine genetic 
resources, MGR）がある。海洋遺伝資源と

は、海洋に生息する植物、動物、微生物等

に由来する価値を有するものと解され、例

えば、研究用試薬である酵素として利用さ

れている他に抗がん剤としての有効性など

が研究されている（川村, 2011; 国立遺伝学

研究所, n.d.; IUCN, 2013; Pedrosa et al 2020）
25)26)。既に陸域の生物遺伝資源を利用して

様々な医薬品が開発されている。海洋生物

資源を利用するバイオテクノロジーの進歩

により、海洋生物資源の商業利用の可能性

－ 30 －
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に注目が集まっている。実際に、海洋生物

資源を利用した製品・技術の特許申請に関

する調査ではその応用範囲は、保健、遺伝

子資源、分子・細胞、農業・養殖、食品、

化粧品、環境、生物技術、生物学的環境修

復、バイオ燃料など幅広い（Wynberg, 2015）
27)。自然由来の新製品は 100 万件以上ある

と推定され、そのうち、2 万 4 千件以上が

海洋生物資源由来だが、水深 50 メートル以

上に生息する生物に由来するものはそのう

ちの 2 パーセントにも満たず、未開拓であ

る（Martine et al, 2014; Skropeta and Wei, 
2014; Harden-Davies, 2017）28)29)30)。医薬品

分野では、1970 年代から研究開発が進めら

れてきたものの、臨床実験が開始されたの

は 2000 年代に入ってからとなっているな

ど、製品化や商業利用には長期の時間を要

すると報告されている（UN, 2016）31)。医

薬品でない医療用製品としては、珪藻ポリ

マーなどが外傷包帯の素材として使われて

いる例などがある（UN, 2016）32)。この他、

オメガ 3 脂肪酸など、魚油に含まれている

DHA や EPA 脂肪酸は、栄養学的には意識

して摂るべき必須脂肪酸で、ダイエットに

効果的な栄養素としても位置づけられてい

ることから、サプリ（栄養補助食品）とし

ての利用が広がっている。2009 年の米国で

の海洋生物由来のオメガ 3 サプリ販売実績

は 15 億ドル、2019 年の世界の海洋生物由

来の販売実績は 41 億ドルで、その後は年平

均 13 パーセントで市場規模が拡大し 2025
年には 2019 年の約２倍の大きさの市場に

なることが見込まれている（UN, 2016; 
Research and Market, 2020）33)。海洋由来の

コラーゲンサプリの世界市場は 2018 年に

約 6 億ドル、年平均 7 パーセントの成長で

2026 年には 10 億ドルを超えると見込まれ

る（Reports and Data, 2020）。 
海洋生物から得られる資源の商業利用が

すすむ中で、公海で採取された海洋遺伝資

源から得られる経済的利益を国際的に配分

する構想が、BBNJ 新協定交渉の海洋遺伝

資源の議題の下で議論されている。領海や

EEZ 内の海洋遺伝資源は、陸域の遺伝資源

と同様にその国の管轄権が及ぶ。2010 年成

立し、2014 年に発効した生物多様性条約の

名古屋議定書に従い、領海や EEZ 内の海洋

遺伝資源を第 3 国にある企業等が持ち出し、

利用する場合には、遺伝資源が所在する国

の政府（提供国）と第 3 国の利用する企業

（利用者）の間で、事前通知に基づく合意

をし、契約に基づいて公正で衡平な利益配

分を行うことが求められる（SCBD, 2011）
34)。しかし、公海の海洋遺伝資源は国家管

轄の外にあるため、名古屋議定書は適用さ

れない。国連海洋法条約が公海（国家管轄

権区域外）の海底鉱物資源を人類の共同財

産としてその探査や採掘から得られる経済

的利益を沿岸国や内陸国に関わらず国際海

底機構（ISA）を通じて衡平に配分する仕

組みが規定されている（UN, 1985）35)。こ

うした海底鉱物資源に関する仕組みを参考

に、BBNJ 新協定の交渉では、国家管轄権

区域外の海洋遺伝資源から得られる利益配

分に関する規定が提案されている。現在交

渉が進められており、今後の行方が注目さ

れる36)。 
海洋遺伝資源は、その商業利用から得ら

れる経済的価値の他に、区域型管理ツール

や海洋保護区の設定を検討する際にも有効

と考えられている（Zeng et al, 2019）37)。海

洋生物が海流により広域的に流動すること

で拡散が見られる一方で、海流が逆に障壁

となり海洋生物の移動が阻まれることで海

洋生物が局所的に存在する可能性も指摘さ

れる（Zeng et al, 2019）38)。定性生物の存在

により海洋遺伝資源の地域的に特異性が見

られることとも指摘される（UN, 2016）39)。
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表 2：海洋生物多様性に対する人為的な影響 

国連事務総⻑報告海洋と海洋法
2005年

国家管轄権外区域の
海洋生物多様性の保全と利用

第1次統合的海洋評価の技術的概要
2017年

漁業 漁業
気候変動 ---
汚染 有害廃棄物の処理・排出
外来種導入 ---
廃棄物処理 固形廃棄物処理
鉱物資源採掘 鉱物資源採掘
人為的海中騒音 ---
海洋ゴミ 海洋ゴミ
科学調査 ---
炭素固定 二酸化炭素の地球工学による固定*
観光 ---
パイプライン・ケーブル 海中ケーブル・パイプライン
--- 陸域・沿岸開発
--- 海運

*注：大気中から二酸化炭素を分離し、海底地中に貯留するなどの取り組み。
UN, 2005; UN, 2017より著者作成

 
 

海洋遺伝資源を分析し、その類似性や相違

を明らかにすることで、海洋区域を保護や

管理の対象とするか否かを判断する材料と

しても活用できる（Zeng et al, 2019）40)。カ

リブ海に隣接するサラガッソ海で 200 リッ

トルの海水を採取したところ、1,800 の遺

伝子群を含む微生物種および 120 万の未知

の遺伝子が発見された。海洋遺伝資源は膨

大な試料やデータを取り扱うことが必要と

なり、効率的な解析やデータ収集も課題と

なる（UN, 2016）41)。 
 

3．国家管轄権外区域の海洋生物多様性

の保全および持続可能な利用に向け

た国際文書の下での区域型管理ツー

ルの構想と主要課題 

3．1 交渉会議設立までの経緯と展開 

生態系や生物多様性の保全の取り組みは

長年にわたり進められてきているが、それ

にも関わらず人類は地球上の自然環境の改

変を続けている。その結果、生態系や生物

多様性は急速に減少しており、海洋では人

為的影響が累積的に蓄積され急速に増大し

ているとして警鐘が鳴らされている

（IPBES, 2019）42)。海洋生物多様性に対す

る具体的な影響要因については、漁業や海

洋汚染、廃棄物、海洋ゴミ、鉱物資源採掘、

海中ケーブルが考えられている（表２, UN, 
2005; UN, 2017a）43)44)。気候変動、外来種、

人為的海中騒音、科学調査、観光は 2005 
年の海洋と海洋法に関する国連事務総長報

告では列記されているが、2017 年の国連報

告では特記されておらず、また、2017 年の

国連報告書では、陸域・沿岸域開発や海運

を列記している。2017 年 6 月の国連海洋会

議で採択された行動計画では、その第 13
項で、海洋汚染の削減、持続可能な漁業の

推進等、22 の取り組むべき課題を提示して

いる（UN, 2017b）45)。同行動計画の第 13
項 s では、国連総会決議により設立され作
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業を進めている国家管轄権外区域の海洋生

物多様性の保全および持続可能な利用に関

する国際文書（BBNJ 新協定）策定のため

の準備委員会での議論に積極的に参加し、

準備委員会の報告を踏まえ、BBNJ 新協定

に関する交渉委員会の開催と開催日程につ

いて国連総会が決定できるよう取り組むこ

とを求めている（UN, 2017b）46)。2017 年 9
月の国連総会では、タネティ・マアマウ キ
リバス大統領が、海洋は人、平和、繁栄と

強い結びつきがあり、気候に関して犯した

過ちを繰り返すことのないよう、海洋の保

全に向け緊急かつ一体となった行動をとら

なければならないとして、BBNJ 新協定の

策定に意欲を示した（UN, 2017c）47)。 
BBNJ 新協定を巡っては、国連は 2004 年

の総会決議により、国家管轄権外区域の海

洋生物多様性に関し検討を行う作業部会を

設置し、国連事務総長報告を基に 2006 年よ

り 9年の間に 9回の作業部会を開催し、2016
年からは 4 回にわたり準備委員会を開催し

た（UN, 2005; UN, 2015; UN, 2017b）。2017
年 12 月に国連は総会決議 72/249 を採択し、

「国家管轄権外区域の海洋生物多様性

（BBNJ）の保全および持続可能な利用に関

する国連海洋法条約（UNCLOS）の下での

国際的な法的拘束力ある文書に係る政府間

会議」を 2018～2020 年の間に 4 つの会期で

開催することを決定した（UN, 2018）48)。

国連総会決議 72/249 第 1 項では、協定をで

きるだけ早期に策定するために政府間会議

を開催すると決定している（UN, 2018）49)。

この決議の案となった文書 A/72/L.7/Add.1
が 2017 年 12 月 23 日に国連総会で採択され

る際には、日本を含む当初の共同提案国 65
ヵ国に、モンゴルやネパールといった内陸

国を含む 28 ヵ国が追加で共同提案国に加

わり、多くの国が政府間会議の設立に賛同

する意向を示し、満場一致で採択された

（UN, 2017e; UN, 2017f; UN, 2017g）50)。決

議の第 2 項では、国家管轄権外区域の海洋

生物多様性の保全と持続可能な利用に関し、

①利益配分を含む海洋遺伝資源、②海洋保

護区を含む区域型管理ツール、③環境影響

評価、④能力構築と海洋技術移転の４つの

課題を一体（package）として議論すると規

定された51)。 
決議の採択後にロシアは、新協定の内容

については関係国間で立場の一致が見られ

ていない点を強調した他、国連海洋法条約

の締約国となっていないコロンビア、ベネ

ズエラ、トルコは新協定交渉への参加によ

っても国連海洋法条約との関係での立場を

変更することはないとステートメントした。

またアメリカは全会一致（コンセンサス）

での意思決定が本決議では担保されていな

い点を懸念しているものの、交渉では全会

一致の方式に従い作業が進められることに

期待し、本決議案には反対しない旨のステ

ートメントを行っている（UN, 2017g, UN, 
2017h）52)。国家管轄権外区域の生物多様性

の保全と持続可能な利用という国際社会が

一致団結して取り組まなければならない課

題について、常任理事国であるロシアが慎

重な立場を表明している他、一部途上国が

国連海洋法条約には加入しないとの立場を

表明していることなどが、交渉や採択され

た後の実施等に関してどのような影響を与

えるのかに留意する必要がある。 
一方、アジア・太平洋諸国は、この BBNJ

新協定交渉に前向きな姿勢を継続して示し

ており、2019 年 9 月の第 74 回国連総会で

は、バングラデシュのシェイク・ハシナ大

統領が演説の中で、ブルーエコノミーをバ

ングラデシュの優先施策として捉え、国家

管轄権外区域の海洋生物多様性に関する協

定交渉に貢献していく方針を示している他、

東チモールのディオニシオ・デ・コスタ・
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バボ・ソアレス外相は同 74 回国連総会での

演説で東チモールは BBNJ 新協定交渉を全

面的に支持し、人類の共同財産からの利益

配分を確実に行い得るよう新協定が前回一

致で採択されることを期待している旨述べ

ていることは注目できる（UN, 2019b; UN, 
2019c）53)。 

3．2 新協定交渉と区域型管理ツール 

2018 年 9 月に、BBNJ 新協定の交渉を目

的とした政府間会議第 1 回会合が開催され、

その後、2019 年 4 月第 2 回会合、2019 年 8
月に第 3 回会合が開催され、協定案につい

ての具体的な交渉が進展してきた（UN, 
2019d）54)。交渉は、国連総会決議 72/249
で定めた 4 つの議題を中心に第 1 回会合で

各国がステートメントを行い、それを踏ま

え て 議 長 が 骨 子 案 （ President’s aid to 
negotiations）を配布して第 2 回会合で議論

し、第 3 回会合では具体的な協定案につい

て の 交 渉 が 行 わ れ た （ UN, 2018b;UN, 
2019e）。2020 年 3 月の第 4 回会合では協定

案の改訂版について交渉が行われる予定で

あったが、COVID-19 の影響を受け、延期

となった（UN, 2020）55)。4 つの議題のう

ち、海洋保護区を含む区域型管理ツールは、

2017 年の国連海洋会議で採択された行動

計画の第 13 項 j でその効果的実施の重要性

が言及されている。第 13 項 j では、海洋保

護区を含む効果的で適切な区域型管理ツー

ルの利用を支援することを提唱しており、

そこには、海洋空間計画や沿岸総合管理と

いった分野横断的手法を含むと規定してい

る56)。さらに、区域型管理ツールは現存す

る最良の科学やステークホルダーの参加に

基づき、予防的かつ生態系に立脚した手法

を用い、国際法や国内法に従い、海洋の回

復力を高め、海洋生物多様性のより良い保

全と持続可能な利用を進めると定めている。

区域型管理ツールは、海洋生物多様性の保

全と持続可能な利用を具体的に推進してい

く上で重要な施策として位置付けられてお

り、その効果的な実施には様々な条件が想

定されていることから、そうした条件の整

備を十分に担保しうる規定を新協定に盛り

込んでいくことが肝要と考えられる。

2019 年 8 月の第 3 回会合の成果を踏まえ、

当初 2020年 3月に開催が予定されていた第

4 回会合に向けて政府間会議議長が作成し

た協定案改訂版では、それぞれの課題につ

いて合意可能な具体的な文言が提示された。

各国政府の立場が明確に異なる点は括弧が

付され、ただ括弧が付されていない箇所に

ついても、必ずしも合意が成立しているわ

けではないとの但し書きが付された57)。但

し書きと共に、交渉会議の代表団は 2020
年 2 月 3 日までにこの改訂版に対する修正

案となる文言を提出することが求められ、

提出された文書は、資料集（Compilation of 
textual proposals）として公開された。修正

提案は 6 つの国家政府グループ、16 の政府、

6 つの NGO 等から提出され、とりまとめら

れた資料集は 404 頁となった（UN, 2020b）。
当初、第 4 回会合で交渉が妥結することが

期待されていたが、合意形成には様々な課

題が残っていることがこうした代表団から

の反応からも推察することができる。

新協定は、総会決議 72/249 の規定された

ように、海洋遺伝資源、区域型管理ツール、

環境影響評価、能力構築と海洋技術移転の 4
つが議論されることとなっているが、総論

として、例えば、海洋遺伝資源を国家管轄

権外区域の海底鉱物資源と同様に人類の共

同財産と位置付けるべきか否かであるとか、

遺伝資源の利益配分や海洋技術移転を協定

締約国の義務として行うべきか、任意の努

力目標とするべきかなど、基本的な点での

立場の相違が見られることから、各論の議
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論についても総論の議論を踏まえて考察す

る必要がある58)。2019 年 11 月に公表された

BBNJ 新協定案改訂版における区域型管理

ツールに関連する規定およびこれまでの議

論の概要は下記の通りとなっているる。 
国家管轄権外区域の海洋生物多様性の保

全と持続可能な利用を推進するためには、

海洋保護区（marine protected areas, MPAs）
などを含む区域型管理ツールで一定の保全

や管理措置を取ることが重要であると考え

られており、このツールが新協定の中核と

なるとの指摘もある（Tiller et al, 2019）59)。

現在の協定案改訂版では、区域型管理ツー

ルに関しては、第 14～21 条までの 8 つの条

文が置かれている（UN, 2019b）60)。第 14
条では、目的を定め、区域型管理ツールの

利用に関する協力や調整や海洋法やその他

の国際的な義務やコミットメントの効果的

な実施、保護を必要とする区域の保全と持

続可能な利用等を定めている。この他、第

15 条国際協力と調整、第 16 条（保護が必要

な）区域の特定、第 17 条提案、第 18 条提

案に関する協議と提案、第 19 条意思決定、

第 20 条実施、第 21 条監視（monitoring）と

検証（review）に関する規定が置かれている。 
保護が必要な区域の特定（identify）に関

し、第 16 条はその 1 項で既存の最良の科学

に基づくものとすると規定している。これ

に関しては、ミクロネシアは太平洋島嶼国

を代表して伝統的知見（traditional knowledge）
も加えるべきだと提案したところ、アルゼ

ンチン、日本、韓国が異議を唱えている

（Mendenhall et al, 2019）61)。第 16 条 2 項で

は、保護を必要とする区域を特定するため

の明示的基準（indicative criteria）は附属書 I
で記載するとし、付属書 I では、特異性や希

少性など 21 の項目があげられている（UN, 
2019b）62)。このうち、10 項目については、

括弧が付され、(o) 経済的および社会的要因、

(p) 文化的要因などには括弧が付されてい

る。協定の付属書に記載するのではなく、

協定で設置される科学技術に関する下部組

織に議論を委ねるべきとの提案も見られた

が、現在の改訂版では付属書が添付されて

いる63)。区域型管理ツールに関する提案につ

いては、第 17 条 1 項で締約国が単独もしく

は共同で事務局に提出することできると規

定する。2 項では、提案書の作成において、

締約国は適切なステークホルダーと連携で

きるとの規定は改定案で括弧が付されてい

る。ステークホルダーの関与は大きな流れ

ではあるが、どこまでのステークホルダー

の関与を求めるのか、例えば特定の事業者

などを含めるのか否かなどについて、議論

の収斂が待たれている（Santo et al, 2020）64)。

区域型管理ツールの提案に関する協議およ

び評価について、第 18 条では、協議は全て

の適切なステークホルダーに対して参加型、

透明で開かれていなければならないと規定

し、2 項で事務局は提案を公表し協議を推進

すると規定する。その協議の対象は、(a) 各
国政府をはじめ、(b) 条約や枠組み、世界規

模・地域・小地域・分野別組織、(c) 伝統的

な知見を有する先住民や地域社会、学術界、

市民社会およびその他の適切なステークホ

ルダーを列記する。意思決定については、

第 19 条で締約国会議が区域型管理ツールに

関する意思決定を行うと規定する。区域型

管理ツールの設定については、既存の機関

にその権限を委ねることも提案されたが、

協定案改訂版では、締約国会議が区域型管

理ツールの決定権限を有すると規定されて

いる（Tiler et al, 2019）65)。区域型管理ツー

ルの実施については、第 20 条 1 項で締約国

は国家管轄権外区域で実施される活動はこ

の協定の区域型管理ツールに関して採択さ

れる決定と一貫して実施されなければなら

ないと定めているが、3～6 項は括弧が付さ
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れており、議論の収斂が求められている。

第 21 条では監視と点検が規定され、締約国

は区域型管理ツールの実施に関し締約国に

報告を行い、科学技術組織による監視と点

検を受け、締約国会議が区域型管理ツール

に関し必要とあれば修正や撤廃に関する決

定を行うことができると定める66)。5 項では、

適切な地球規模・地域組織等はそうした組

織が設定した措置の実施について締約国会

議に報告するとの規定が提案されている。

区域型管理ツールと関連する課題として、

環 境 影 響 評 価 （ environmental impact 
assessment, EIA）がある。EIA は第 21 条 bis
から 41 条までの 21 の条文が置かれている
67)。第 21 条 bis は目的を規定することとな

っており、EIA の実践を図るための手続き

を定めるとの文言が提案されているが、括

弧が付されている。第 22 条は、EIA 実施の

義務を定めており、1 項で締約国は国家管

轄権内の計画される活動の起こりうる影響

を評価し、国家管轄権外区域の活動につい

ての EIA に関し本協定の EIA の章の条項が

適用されるとの文言が提案されているが、

括弧が付されている。第 23 条では、世界的、

地域的、小地域、分野別組織との関係を定

めており、全ての条文に括弧が付されてい

るが、本協定で設立が想定されている科学

技術組織が世界的・地域的組織等と協議や

調整を行うことが規定されている。ステー

クホルダーとの情報共有や関与に関しては、

第 34 条で公共の通知および協議に関する

規定を置き、1 項で締約国は管轄権の下で

計画される活動についてステークホルダー

に早期通知を確実に行うことを規定し、2
項でステークホルダーの範囲を地球規模・

地域的組織等や NGO、一般、学術界等が列

記されているが括弧が付されている。第 4
回会合は、当初、交渉の妥結に向け大きな

進展を遂げることが期待されていたが、会

議開催に先立ち議長から提出された協定案

改訂版に多くの括弧が残されていることや、

その後、代表団から提出された提案書が

400 頁にも上ることなどから、交渉妥結に

は依然として多くの時間と労力を要すこと

が見込まれている。（Santo et al, 2020）68)。 
ただ、現段階の協定案改訂版の中で、世

界規模、すなわち国際条約や国連機関など

に加え、地域・小地域組織の役割が多く盛

り込まれている。区域型管理ツールでは、

その提案に関する協議（第 18 条 2 項）、実

施の推進（第 20 条 4 項）、監視や点検（第

21 条 5 項）、EIA の協議（23 条 2 項）など

で協定実施に向けた取り組みを行うことが

想定されている。また、協定実施において

は、学術界や市民社会組織等が区域型管理

ツールの提案に関する協議（第 18条 2項）、

環境影響評価に関する通知（第 34 条 2 項）

などで対応が求められている。

4．アジア・太平洋地域における国家管轄

権外区域の生物多様性の保全と持続可

能な利用に向けた取り組みと課題 

太平洋は、世界の海の 46.6%を占め、大

西洋（23.5%）、インド洋（19.5%）、南極

（6.1％）、北極（4.3%）の割合を大きく上

回っている。太平洋は、熱帯から寒帯まで

広域に広がり、マリアナ海溝は深さ 11,000
メートルと世界最深で、多様な海洋環境と

生息地を提供している（Britanica, n.d.; UN,
2016）69)。太平洋は水産資源の宝庫で、世

界の漁獲量の約 47 パーセントを占める

（FAO, 2017）70)。一方で、こうした広域な

アジア・太平洋地域において、特に国家管

轄権外区域の海洋生物多様性の保全と持続

可能な利用の推進を図る上では、海洋環境

の管理を進める地域体制に課題が残る。
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表 3：東アジア・インド洋地域の越境型 EBSA 

EBSA名称 沿岸国
北東インド洋

Olive Ridley Sea Turtle Migratory Corrdor in
the Bay of Bengal

インド、スリランカ

北西インド洋

Arabian Sea Exygen Minimum Zone
インド、パキスタン、イラン、オマン、

イエメン

Southern Red Sea Islands エリトリア、イエメン

Southern Red Sea Pelagic Ecosystems エリトリア、イエメン、ジブチ

Makran/Daran-Jiwani Area パキスタン、イラン

東アジア海域

Intertidal Area of East Asian Shallow Seas
日本、韓国、中国、ベトナム、タイ、マ
レーシア、インドネシア、フィリピン、

ミャンマー

Raja Ampat and Nothern Bird's Head パラオ、インドネシア

Kyushu Palau Ridge 日本、パラオ

Kuroshio Current South of Honshu 日本、フィリピン

CBD (2016)より著者作成

BBNJ 新協定の下で区域型管理ツールの

実施を図る上で、既存の地域機関の活用が

重視され、そのモデルとしてあげられる組

織として、北東大西洋環境保護条約

（OSPAR 条約）と北東大西洋漁業委員会

（NEAFC）があげられる（Santo, 2018）。
OSPAR 条約は、北大西洋の海洋環境保全目

的とし、漁業は規制の対象外とし、海底ケ

ーブル埋設や埋め立て等の人為的活動を特

定の海域で禁止している。設定された海洋

保護区（MPA）は 423 区域、そのうち、12
が公海を含む海域に設定されており、MPA
は OSPAR 管轄海域の 5.8%に達する（Santo, 
2018）。NEAFC は、2007 年に底引き網

（bottom trawling）を禁じる海域を設定し、

OSPAR 条約の海洋保護区と連動している。

OSPAR と NEAFC は組織連携を制度化し、

また、OSPAR 条約や NEAFC は、ICES(国
際海洋探査協議会）の科学的助言受けて意

思決定を行っている（Santo, 2018）71)。 
東アジアで海洋管理を行う組織としては、

北西太平洋行動計画（Northwest Pacific 
Action Plan, NOWPAP）が日本海における海

洋保全等を目的とし、日本、中国、韓国、

ロシアの 4 か国が協力している。ただしこ

れは国連環境計画の下で作成された法的拘

束力を持たない行動計画である（NOWPAP, 
n.d.）。他に、東アジア海域環境管理パート

ナーシップ（Partnerships in Environmental
Management for the Seas of East Asia,
PEMSA）があり、設立は 1994 年と歴史が

ある。プロジェクト実施のために ASEAN
諸国を主体として日本、中国、韓国が協力

する枠組みで、沿岸保全などの能力構築プ

ロジェクトなどを中心に実施している

（PEMSEA, 2018）72)。北東アジアの漁業管

理を目的として、北太平洋公海漁業資源の

保全と管理条約が 2012 年に署名され、2015
年 7 月に発効し、北太平洋漁業委員会

（North Pacific Fisheries Commission, NPFC）
が立ち上げられ、日本、中国、韓国、ロシ

ア、カナダ、アメリカ、バヌアツが参加し

ている（NPFC, n.d.）。NPFC は漁業資源評

価に関し、北太平洋海洋科学機構（North
Pacific Marine Science Organization, PICES)
と連携を図ることを合意している（NPFC, 
2019）。しかし、それ以外の地域機関等との

連携についての情報はない。
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区域型管理ツールの効果的な実施を図る

上で生物多様性条約の下で認定されてきて

いる生物学的重要海域（Ecologically or 
Biologically Significant Marine Areas, EBSA）

がある（Santo, 2018）73)。 この EBSA は、

2008 年のドイツのボンで開催された第 9 回

生物多様性条約締約国会議（CBD/COP9）
において採択された決定 IX/20 において認

定の基準が明示された。各国政府が EBSA
申請を行い、これを締約国会議で審査し、

国連総会に報告することとなっている。審

査の基準としては、① 特異、希少性、② 種
の生命史段階における特別な重要性、③ 脅
威にさらされ、絶滅の危機に瀕し、あるい

は個体数が減少する種または生息地にとっ

ての重要性、④ 脆弱性、繊細性、回復の遅

滞性、⑤ 生物学的生産性、⑥ 生物多様性、

⑦ 自然性があげられ、区域型管理ツールを

模索する上で有用な材料を提供している

（Santo, 2018）74)。2016 年にメキシコ・カ

ンクンで開催された第 13 回 CBD 締約国会

議（CBD/COP13）では、北東インド洋 10
件、北西インド洋 31 件、東アジア海域３６

件の合計 77 件の EBSA 申請が、審議され、

認定されている（CBD, 2016）。このうち、

複数ヵ国の領海あるいは公海を含む EBSA
は北東インド洋１件、北西インド洋 5 件、

東アジア海域 3 件となっている（表 3）。こ

れに先行して、2014 年には北太平洋を広く

横断する海域（Equatorial High-Productivity 
Zone）も EBSA に認定されており、東アジ

アや太平洋で区域型管理ツールを模索する

材料が提供されている（CBD, 2014）。しか

し、北東大西洋とは異なり、越境型あるい

は公海を含む海域での海洋保護区の設定実

績がなく、海洋保護を目的とする地域機関、

地域漁業機関、海洋科学組織との間での連

携等も発展途上であると考えられる。そう

した組織は EBSA の海域と呼応しておらず、

北東太平洋での地域的・組織的な発展が望

まれる。 
 
5．海洋国家の国際戦略としての海洋政策 

国家管轄権外区域の海洋生物多様性の保

全と持続可能な利用の推進を進めていくた

めに以下を提案する。まず、第 2 章で見た

ように、公海における海洋生物資源がどの

ような意味を現在そして将来的に持ちうる

のかを理解しなければならない。第 3 章で

示した BBNJ 新協定で想定されている区域

型管理ツールの仕組みと、そこでの地域的

機関が期待される役割を踏まえなければな

らない。第 4 章で考察した先進的な北大西

洋の例にならい、アジア・太平洋地域の地

域組織の拡充を図り、越境型を含む EBSA
を素材に地域連携を図っていかなければな

らない。海洋国家で多様は海洋・沿岸生態

系を有する我が国の特性を活かし、海洋科

学や技術・社会連携の分野での先進的な取

り組みを更に発展させ、国際連携や協力を

牽引する役割を担っていくことが肝要であ

る。そのためには、海洋分野での人材育成、

研究開発、国際連携や協力を優先的な施策

の一つとして位置付けていくことが重要で、

予算措置がそれに伴わなければならない

（表４, UNESCO, 2017）75)。 
第 3 期海洋基本計画を今後実施していく

にあたっては、海洋環境保全および持続可

能な利用を多面的・複合的政策視点から関

係国と推進していく取り組みを進める必要

がある。アジア、太平洋、インド洋等、日

本がかかわりの深い海域での多国間管理体

制の形成や実施体制の強化、優良事例の創

出を通じて、BBNJ 新協定の交渉や区域型

管理ツールの実施に向けた国際・地域協力

を含め、海洋ガバナンス分野において日本

が積極的な役割を果たしていくことが期待

される。 
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Abstract 

 
 Marine biological resources and marine ecosystems have been adversely affected by increasing eco-
nomic activities. To promote the conservation and sustainable use of marine biodiversity, negotiations are 
taking place on a new international agreement for marine biodiversity in the areas beyond national jurisdic-
tion (BBNJ). Area-based management tools (ABMTs) are an important component of the new BBNJ 
agreement and cooperation with existing conventions and regional organizations is considered essential. It is 
deemed vital to be vigilant on the development of regional fishery management organizations and the Eco-
logically or Biologically Significant Marine Areas (EBSA) of the Convention on Biological Diversity while 
advancing the negotiations on the new BBNJ agreement. 
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